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(57)【要約】
【課題】多様な情報を表示可能なアナログ表示式時計を
提供する。
【解決手段】指針を用いて情報を表示する表示部と、所
定の物理量を測定する測定部の測定結果に応じた指針の
位置を示す針位置指定情報を生成する測定制御部と、針
位置指定情報と時刻を示す時刻指定情報との少なくとも
一方に基づいて表示部を制御する表示制御部と、を備え
る、ことを特徴とする電子時計。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　指針を用いて情報を表示する表示部と、
　所定の物理量を測定する測定部の測定結果に応じた前記指針の位置を示す針位置指定情
報を生成する測定制御部と、
　前記針位置指定情報と時刻を示す時刻指定情報との少なくとも一方に基づいて前記表示
部を制御する表示制御部と、
　を備える、
　ことを特徴とする電子時計。
【請求項２】
　前記表示部は、複数の前記指針を備え、
　前記測定制御部は、前記複数の指針の中から前記測定結果に応じた指針を指定し、
　前記表示制御部は、前記測定制御部の指定する指針が前記針位置指定情報の示す位置と
なるように前記表示部を制御する、
　ことを特徴とする、請求項１に記載の電子時計。
【請求項３】
　前記測定部は、加速度を計測する加速度測定部、温度を測定する温度測定部、気圧を測
定する気圧測定部、地磁気を測定する地磁気測定部、及び、前記電子時計の利用者の生体
情報を測定する生体情報測定部、の一部または全部を備える、
　ことを特徴とする、請求項１または２に記載の電子時計。
【請求項４】
　外部機器と通信を行う第１通信部を備え、
　前記第１測定部は、前記外部機器に設けられる、
　ことを特徴とする、請求項１乃至３のうち何れか１項に記載の電子時計。
【請求項５】
　指針を用いて情報を表示する表示部と、
　前記表示部を制御する表示制御部と、
　外部機器と通信を行う第１通信部と、
　を備え、
　前記外部機器は、所定の物理量を測定する測定部の測定結果に応じた前記指針の位置を
示す針位置指定情報を生成する測定制御部を備え、
　前記第１通信部は、前記外部機器から前記針位置指定情報を受信し、
　前記表示制御部は、前記針位置指定情報と時刻を示す時刻指定情報との少なくとも一方
に基づいて前記表示部を制御する、
　ことを特徴とする電子時計。
【請求項６】
　指針を用いて情報を表示する表示部と、
　前記表示部を制御する表示制御部と、
　を具備する電子時計と通信可能な電子機器であって、
　所定の物理量を測定する測定部の測定結果に応じた前記指針の位置を示す針位置指定情
報を生成する測定制御部と、
　前記針位置指定情報を前記電子時計に送信する第２通信部と、
　を備え、
　前記表示制御部は、前記針位置指定情報と時刻を示す時刻指定情報との少なくとも一方
に基づいて前記表示部を制御する、
　ことを特徴とする電子機器。
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、電子時計及び電子機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　指針により時刻を表示するアナログ表示式の時計は、一般的に、外観上の美しさや伝統
的なデザインを有するため、ビジネスシーンやフォーマルシーン等で好んで使われる傾向
にある。近年、このようなアナログ表示式時計の多機能化が進み、例えば、温度、高度、
方位等といった、時刻以外の情報を、指針を用いて表示可能なアナログ表示式時計に関す
る技術が各種提案されている（例えば、特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１３－０３２９１９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、アナログ表示式時計では、通常、ＣＰＵ（Central Processing Unit）等を
含む表示制御部により、時刻に応じた位置を示すように指針を制御する。よって、アナロ
グ表示式時計において、時刻以外の情報を、指針を用いて表示する場合には、表示制御部
の制御プログラムの設計変更等、アナログ表示式時計の設計、開発、または、製造に掛る
手間が生じる。特に、表示すべき情報が互いに異なる複数種類のアナログ表示式時計を提
供する場合には、アナログ表示式時計の種類毎に、設計、開発、または、製造する必要が
生じるため、これらの工程に掛る手間の増加は顕著となる、という問題があった。
【０００５】
　本発明は、上述した事情に鑑みてなされたものであり、設計、開発、または、製造に掛
る手間を抑えつつ、多様な情報を表示可能なアナログ表示式時計を提供することを、解決
課題の一つとする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　以上の課題を解決するため、本発明に係る電子時計は、指針を用いて情報を表示する表
示部と、所定の物理量を測定する測定部の測定結果に応じた前記指針の位置を示す針位置
指定情報を生成する測定制御部と、前記針位置指定情報と時刻を示す時刻指定情報との少
なくとも一方に基づいて前記表示部を制御する表示制御部と、を備える、ことを特徴とす
る。
【０００７】
　本発明では、測定制御部において、測定部の測定結果を示す値を、指針の位置を示す針
位置指定情報に変換する。このため、表示制御部は、測定部の測定結果の示す値の取り得
る範囲や、当該値の種類（単位）に関わらず、針位置指定情報の示す位置に基づいて、表
示部を制御することができる。このため、測定結果を直接的に表示制御部に供給する場合
と比較して、表示制御部の設計、開発、または、製造に掛る手間の増加を抑えることが可
能となる。
【０００８】
　また、上述した電子時計において、前記表示部は、複数の前記指針を備え、前記測定制
御部は、前記複数の指針の中から前記測定結果に応じた指針を指定し、前記表示制御部は
、前記測定制御部の指定する指針が前記針位置指定情報の示す位置となるように前記表示
部を制御する、ことを特徴とすることが好ましい。
【０００９】
　この態様によれば、表示制御部は、測定部の測定結果の示す値の取り得る範囲や、当該
値の種類に関わらず、表示部を制御することができるため、測定結果を直接的に表示制御
部に供給する場合と比較して、表示制御部の設計、開発、または、製造に掛る手間の増加
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を抑えることが可能となる。
【００１０】
　また、上述した電子時計において、前記測定部は、加速度を計測する加速度測定部、温
度を測定する温度測定部、気圧を測定する気圧測定部、地磁気を測定する地磁気測定部、
及び、前記電子時計の利用者の生体情報を測定する生体情報測定部、の一部または全部を
備える、ことを特徴とすることが好ましい。
【００１１】
　この態様によれば、指針を用いて多様な情報を表示することができるため、電子時計の
利用者の利便性の向上を図ることができる。
【００１２】
　また、上述した電子時計は、外部機器と通信を行う第１通信部を備え、前記第１測定部
は、前記外部機器に設けられる、ことを特徴とすることが好ましい。
【００１３】
　この態様によれば、指針を用いて外部機器において測定された多様な情報を表示するこ
とができるため、電子時計の利用者の利便性の向上を図ることができる。
【００１４】
　また、本発明に係る電子時計は、指針を用いて情報を表示する表示部と、前記表示部を
制御する表示制御部と、外部機器と通信を行う第１通信部と、を備え、前記外部機器は、
所定の物理量を測定する測定部の測定結果に応じた前記指針の位置を示す針位置指定情報
を生成する測定制御部を備え、前記第１通信部は、前記外部機器から前記針位置指定情報
を受信し、前記表示制御部は、前記針位置指定情報と時刻を示す時刻指定情報との少なく
とも一方に基づいて前記表示部を制御する、ことを特徴とする。
【００１５】
　本発明では、表示制御部は、測定部の測定結果の示す値の取り得る範囲や、当該値の種
類（単位）に関わらず、針位置指定情報の示す位置に基づいて、表示部を制御することが
できる。このため、測定結果を直接的に表示制御部に供給する場合と比較して、表示制御
部の設計、開発、または、製造に掛る手間の増加を抑えることが可能となる。
【００１６】
　また、本発明に係る電子機器は、指針を用いて情報を表示する表示部と、前記表示部を
制御する表示制御部と、を具備する電子時計と通信可能な電子機器であって、所定の物理
量を測定する測定部の測定結果に応じた前記指針の位置を示す針位置指定情報を生成する
測定制御部と、前記針位置指定情報を前記電子時計に送信する第２通信部と、を備え、前
記表示制御部は、前記針位置指定情報と時刻を示す時刻指定情報との少なくとも一方に基
づいて前記表示部を制御する、ことを特徴とする。
【００１７】
　本発明では、表示制御部は、測定部の測定結果の示す値の取り得る範囲や、当該値の種
類（単位）に関わらず、針位置指定情報の示す位置に基づいて、表示部を制御することが
できる。このため、測定結果を直接的に表示制御部に供給する場合と比較して、表示制御
部の設計、開発、または、製造に掛る手間の増加を抑えることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の第１実施形態に係る電子時計１の外観の一例を示す図である。
【図２】電子時計１の構成の一例を示すブロック図である。
【図３】電子時計１の動作を説明するためのシーケンスチャートである。
【図４】対比例に係る電子時計１Ｚの構成の一例を示すブロック図である。
【図５】第２実施形態に係る情報表示システムＳYSの構成の一例を示す図である。
【図６】第３実施形態に係る情報表示システムＳYSbの構成の一例を示す図である。
【図７】変形例１に係る電子時計１Ｃの外観の一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
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＜Ａ．第１の実施形態＞
　以下、図面を参考にしつつ本発明に係る実施の形態を説明する。なお、図面において、
各部の寸法及び縮尺は、実際のものと適宜に異ならせてある。また、以下に述べる実施の
形態は、本発明の好適な具体例であるから、技術的に好ましい種々の限定が付されている
が、本発明の範囲は、以下の説明において特に本発明を限定する旨の記載がない限り、こ
れらの形態に限られるものではない。
【００２０】
＜１．電子時計の概要＞
以下、本実施形態に係るアナログ表示式の電子時計１の概要を説明する。
【００２１】
　図１は、本実施形態に係る電子時計１の平面図の一例である。図１に示すように、電子
時計１は、円筒状の外装ケース８１と、外装ケース８１の内側に設けられたダイヤルリン
グ８２と、ダイヤルリング８２の内側に設けられた文字盤８３と、外装ケース８１の表面
側の開口を塞ぐためのカバーガラス（図示省略）と、時刻等の各種情報を表示する時刻表
示部５（「表示部」の一例）と、を備える。時刻表示部５は、時間を表示する時針５１と
、分を表示する分針５２と、秒を表示する秒針５３と、を具備する。以下では、時針５１
と分針５２と秒針５３とを、「指針」と総称する場合がある。指針５１～５３の各々は、
文字盤８３とカバーガラスの間に設けられ指針軸５４を中心に回転する。
【００２２】
　また、図１に示すように、電子時計１は、外装ケース８１の外側に設けられた、操作ボ
タン６１及び６２と竜頭６３とを備える。以下では、操作ボタン６１及び６２と竜頭６３
とを、操作部６と称する。
【００２３】
　図１に示すように、ダイヤルリング８２には、０時から１１時までを示すための１２時
制の目盛り８４が形成され、また、目盛り８４の外側に０から１００までの値を示すため
の目盛り８５が形成されている。
【００２４】
　本実施形態における電子時計１は、指針を用いて時刻を表示する時刻表示モードと、指
針を用いて標高を表示する標高表示モードと、指針を用いて方位を表示する方位表示モー
ドと、指針を用いて歩数を表示する歩数表示モードと、の４つの表示モードにより動作可
能である。以下では、標高表示モード、方位表示モード、及び、歩数表示モードを、測定
結果表示モードと総称する場合がある。
【００２５】
　図１に示すように、文字盤８３には、電子時計１の表示モードの種類を示すためのモー
ド通知文字８６が形成されている。具体的には、この図に示す例では、モード通知文字８
６として、表示モードが時刻表示モードであることを示す「ＴＩＭＥ」の文字と、表示モ
ードが標高表示モードであることを示す「ＡＬＴ」の文字と、表示モードが方位表示モー
ドであることを示す「ＣＯＭＰ」の文字と、表示モードが歩数表示モードであることを示
す「ＷＡＬＫ」の文字と、が形成されている。
【００２６】
　電子時計１の利用者は、操作部６を操作することで、電子時計１の表示モードを変更す
る。本実施形態では、一例として、操作ボタン６１を所定時間（例えば、２秒）以上継続
して押下することで、時刻表示モードと標高表示モードとを切り替え、操作ボタン６２を
所定時間以上継続して押下することで、時刻表示モードと方位表示モードとを切り替え、
操作ボタン６１及び６２を所定時間以上継続して押下することで、時刻表示モードと歩数
表示モードとを切り替える。例えば、電子時計１の表示モードが時刻表示モードである場
合に、利用者が操作ボタン６１を所定時間以上押下すると、表示モードが時刻表示モード
から標高表示モードに変化され、その後、再び、利用者が操作ボタン６１を所定時間以上
押下すると、表示モードが標高表示モードから時刻表示モードに戻される。以下では、操
作部６における、電子時計１の表示モードを変更する操作を、「表示モード変更操作」と
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称する。
【００２７】
　本実施形態における電子時計１は、測定結果表示モードにおいて、秒針５３を用いて表
示モードの種類を表示し、時針５１及び分針５２を用いて標高、方位、及び、歩数を表示
する。
　具体的には、電子時計１の表示モードが標高表示モードである場合、秒針５３は、「Ａ
ＬＴ」の文字を示し、時針５１は、時針５１の示す目盛り８４の１桁の値により、標高（
メートル表示）の１０００の位を表し、分針５２は、分針５２の示す目盛り８５の２桁の
値により、標高の１００の位と１０の位とを表す。例えば、図１のように、指針５１～５
３が「１時３３分１７秒」の時刻に相当する位置である場合、時針５１の示す目盛り８４
の値である「１時」により、「１０００ｍ」を表し、分針５２の示す目盛り８５の値であ
る「６６」により、「６６０ｍ」を表すことになるので、時針５１及び分針５２により表
される標高は、「１６６０ｍ」となる。
　また、電子時計１の表示モードが方位表示モードである場合、秒針５３は、「ＣＯＭＰ
」の文字を示し、分針５２は、磁北の方向を示す。例えば、図１のように、分針５２が「
３３分」に相当する位置である場合、文字盤８３の中心から見た３３分の方向が、磁北の
方向に該当する。
　また、電子時計１の表示モードが歩数表示モードである場合、秒針５３は、「ＷＡＬＫ
」の文字を示し、時針５１は、時針５１の示す目盛り８４の１桁の値により、歩数の１０
０００の位を表し、分針５２は、分針５２の示す目盛り８５の２桁の値により、歩数の１
０００の位と１００の位とを表す。例えば、図１のように、時針５１と分針５２とが「１
時３３分」に相当する位置である場合、時針５１の示す目盛り８４の値である「１時」に
より、「１００００歩」を表し、分針５２の示す目盛り８５の値である「６６」により、
「６６００歩」を表すことになるので、時針５１及び分針５２により表される歩数は、「
１６６００歩」となる。
【００２８】
＜２．電子時計の構成＞
　次に、電子時計１の構成を説明する。
【００２９】
　図２は、電子時計１の構成の一例を示すブロック図である。図２に示すように、電子時
計１は、時刻表示部５を制御する表示制御ユニット１０と、各種物理量を測定するための
測定ユニット３０（「測定部」の一例）と、測定ユニット３０を制御するとともに、測定
ユニット３０の測定結果に基づいて、時刻表示部５の指針の位置を指定する針位置指定情
報ＤHを生成する測定制御ユニット２０と、水晶振動子（図示省略）から出力される一定
の周波数の信号に基づいて、時刻を示す時刻指定情報ＤTを生成するＲＴＣ（real-time c
lock）１００と、輪列機構（図示省略）を介して時刻表示部５の指針５１～５３を回転駆
動するためのモーター５５と、モーター５５を駆動するためのモータードライバー５０と
、を備える。
【００３０】
　図２に示すように、表示制御ユニット１０は、モータードライバー５０を介して時刻表
示部５を制御するためのＣＰＵ（Central Processing Unit）である表示用ＣＰＵ１１と
、制御プログラムＰG1や各種設定情報等を記憶する不揮発性のマスクＲＯＭ（Read Only 
Memory）１２と、表示用ＣＰＵ１１が各種処理を行う際の作業領域として各種データを一
時的に記憶するＲＡＭ（Random Access Memory）１３と、を備える。
【００３１】
　表示用ＣＰＵ１１は、制御プログラムＰG1を実行し制御プログラムＰG1に従って動作す
ることで各種機能を実現する。
【００３２】
　具体的には、表示用ＣＰＵ１１は、電子時計１の表示モードが時刻表示モードである場
合、時刻指定情報ＤTに基づいて、時刻を表示するように時刻表示部５を制御する。また
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、表示用ＣＰＵ１１は、電子時計１の表示モードが測定結果表示モードである場合、針位
置指定情報ＤHに基づいて、測定ユニット３０の測定結果を表示するように時刻表示部５
を制御する。また、表示用ＣＰＵ１１は、操作部６において、表示モードが測定結果表示
モードである場合、針位置指定情報ＤHを要求する要求信号Ｒeqを、測定制御ユニット２
０に対して出力する。なお、要求信号Ｒeqは、表示モード（測定結果表示モード）の種類
を示す情報を含む。また、表示用ＣＰＵ１１は、操作部６において、表示モードを測定結
果表示モードから時刻表示モードに変更する表示モード変更操作がなされたことを検出し
た場合、測定結果表示モードの終了を通知する通知信号ＦNを、測定制御ユニット２０に
対して出力する。
【００３３】
　このように、表示用ＣＰＵ１１は、マスクＲＯＭ１２に記憶されている制御プログラム
ＰG1を実行することで、時刻指定情報ＤTに基づいて、時刻を表示するように時刻表示部
５を制御し、針位置指定情報ＤHに基づいて、測定ユニット３０の測定結果を表示するよ
うに時刻表示部５を制御する、「表示制御部」として機能する。
【００３４】
　なお、本実施形態では、時刻指定情報ＤTは、「１時３３分１７秒」のように時刻を示
し、針位置指定情報ＤHも、「１時３３分１７秒」のような時刻として指針５１～５３の
位置を示す。すなわち、本実施形態では、時刻指定情報ＤTと、針位置指定情報ＤHが、共
に、時刻として指針５１～５３の位置を指定する情報である場合を想定する。そして、表
示用ＣＰＵ１１は、時刻表示モードでは、時刻指定情報ＤTの示す時刻を表示するように
時刻表示部５を制御し、測定結果表示モードでは、針位置指定情報ＤHが時刻として表す
測定ユニット３０の測定結果を表示するように時刻表示部５を制御する。
【００３５】
　図２に示すように、測定ユニット３０は、気圧を測定して測定結果を示す圧力測定デー
タＤSpを出力する圧力センサー３１（「気圧測定部」の一例）と、地磁気を測定して測定
結果を示す地磁気測定データＤSmを出力する磁気センサー３２（「地磁気測定部」の一例
）と、加速度を測定して測定結果を示す加速度測定データＤSaを出力する加速度センサー
３３（「加速度測定部」の一例）と、の３つのセンサーを備える。本実施形態では、磁気
センサー３２として、例えば、３方向の磁気成分をそれぞれ検出する３次元の磁気センサ
ーを採用する。以下では、圧力測定データＤSp、地磁気測定データＤSm、及び、加速度測
定データＤSaを、測定データＤSと総称する場合がある。
　測定ユニット３０は、測定制御ユニット２０から供給される測定制御信号Ｃtrに基づい
て、各センサーによる測定と、測定データＤSの出力と、を実行する。
【００３６】
　図２に示すように、測定制御ユニット２０は、測定ユニット３０を制御するためのＣＰ
Ｕである測定用ＣＰＵ２１と、制御プログラムＰG2や各種設定情報等を記憶し、また、標
高情報テーブルＴBLp及び歩数情報テーブルＴBLaを格納する不揮発性のフラッシュメモリ
ー２２と、測定用ＣＰＵ２１が各種処理を行う際の作業領域として各種データを一時的に
記憶するＲＡＭ２３と、を備える。ここで、標高情報テーブルＴBLpとは、気圧と標高と
の対応を示す情報を記憶したテーブルである。また、歩数情報テーブルＴBLaとは、電子
時計１の利用者の歩数を示す情報を記憶するためのテーブルである。
【００３７】
　測定用ＣＰＵ２１は、制御プログラムＰG2を実行し制御プログラムＰG2に従って動作す
ることで各種機能を実現する。
【００３８】
　具体的には、測定用ＣＰＵ２１は、要求信号Ｒeqの示す表示モードが標高表示モードで
ある場合、測定制御信号Ｃtrにより、圧力センサー３１が気圧の測定を実行するように測
定ユニット３０を制御する。そして、測定用ＣＰＵ２１は、標高情報テーブルＴBLpを参
照することで、圧力センサー３１から出力される圧力測定データＤSpの示す気圧（圧力）
を標高に換算し、当該標高に応じた針位置指定情報ＤHを生成する。
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　また、測定用ＣＰＵ２１は、要求信号Ｒeqの示す表示モードが方位表示モードである場
合、測定制御信号Ｃtrにより、磁気センサー３２が地磁気の測定を実行するように測定ユ
ニット３０を制御する。そして、測定用ＣＰＵ２１は、磁気センサー３２から出力される
地磁気測定データＤSmの示す地磁気の向きに基づいて、電子時計１から見た磁北の方向を
求め、当該磁北の方向に応じた針位置指定情報ＤHを生成する。
　また、測定用ＣＰＵ２１は、要求信号Ｒeqの示す表示モードが歩数表示モードである場
合、測定制御信号Ｃtrにより、加速度センサー３３が加速度の測定を実行するように測定
ユニット３０を制御する。そして、測定用ＣＰＵ２１は、加速度センサー３３から出力さ
れる加速度測定データＤSaの示す加速度が、所定の大きさ（例えば、２Ｇ）以上となる回
数をカウントし、当該カウント値に応じた利用者の歩数を求め、求めた歩数に応じた針位
置指定情報ＤHを生成する。
　また、測定用ＣＰＵ２１は、要求信号Ｒeqの示す表示モードが時刻表示モードである場
合、測定制御信号Ｃtrにより、各センサーが測定を停止するように測定ユニット３０を制
御する。
【００３９】
　このように、測定用ＣＰＵ２１は、フラッシュメモリー２２に記憶されている制御プロ
グラムＰG2を実行することで、測定データＤSに基づいて、針位置指定情報ＤHを生成する
、「測定制御部」として機能する。
【００４０】
＜３．電子時計の動作＞
　次に、電子時計１の動作を説明する。
【００４１】
　図３は、電子時計１の表示モードが、時刻表示モードから測定結果表示モードに変わり
、その後、再び、時刻表示モードに戻るまでの動作の一例を説明するためのシーケンスチ
ャートである。
【００４２】
　図３に示すように、表示用ＣＰＵ１１は、電子時計１が、時刻表示モードで動作してい
る場合に、操作部６における表示モード変更操作を検出すると（Ｓ１１）、当該表示モー
ド変更操作により指定された表示モードの種類を示す情報を含む要求信号Ｒeqを生成し、
当該要求信号Ｒeqを測定用ＣＰＵ２１に対して供給する（Ｓ１２）。
　測定用ＣＰＵ２１は、要求信号Ｒeqが供給されると、当該要求信号Ｒeqの示す表示モー
ドの種類に応じたセンサーにより測定を実行させて、当該センサーから出力される測定デ
ータＤSを取得する（Ｓ２１）。そして、測定用ＣＰＵ２１は、ステップＳ２１で取得し
た測定データＤSに基づいて針位置指定情報ＤHを生成し、当該針位置指定情報ＤHを表示
用ＣＰＵ１１に供給する（Ｓ２２）。
　表示用ＣＰＵ１１は、針位置指定情報ＤHが供給されると、針位置指定情報ＤHに基づい
て、測定データＤSの示す測定結果が表示されるように時刻表示部５を制御する（Ｓ１３
）。そして、表示用ＣＰＵ１１は、操作部６において表示モードを時刻表示モードに戻す
ことを指示する表示モード変更操作が行われたか否かを判定し（Ｓ１４）、ステップＳ１
４における判定結果が否定である場合、すなわち、測定結果表示モードを継続させる場合
には、再び処理をステップＳ１２に進める。一方、表示用ＣＰＵ１１は、ステップＳ１４
における判定結果が肯定である場合、すなわち、測定結果表示モードを終了させる場合に
は、通知信号ＦNを測定用ＣＰＵ２１に対して供給し（Ｓ１５）、時刻指定情報ＤTの示す
時刻を表示するように、時刻表示部５を制御する（Ｓ１６）。また、測定用ＣＰＵ２１は
、通知信号ＦNが供給されると、センサーからの測定データＤSの出力を停止させるように
、測定ユニット３０を制御する（Ｓ２３）。
【００４３】
　なお、図３では、表示用ＣＰＵ１１は、電子時計１の表示モードが測定結果表示モード
である間、測定用ＣＰＵ２１に対して要求信号Ｒeqを周期的に送信するが、本発明はこの
ような態様に限定されるものではなく、表示用ＣＰＵ１１は、操作部６において、表示モ
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ードを測定結果表示モードに変更する表示モード変更操作がなされた場合に、測定用ＣＰ
Ｕ２１に対して、要求信号Ｒeqを例えば１回のみ送信し、その後、操作部６において、表
示モードを時刻表示モードに変更する表示モード変更操作がなされた場合に、測定用ＣＰ
Ｕ２１に対して、通知信号ＦNを送信してもよい。この場合、測定用ＣＰＵ２１は、要求
信号Ｒeqが供給されてから、通知信号ＦNが供給されるまでの間、周期的に測定データＤS
が出力されるように測定ユニット３０を制御すればよい。そして、測定用ＣＰＵ２１は、
周期的に出力される測定データＤSに基づいて生成した針位置指定情報ＤHを、表示用ＣＰ
Ｕ１１に対して周期的に供給すればよい。
【００４４】
＜４．第１実施形態の効果＞
　以下、対比例を参照しつつ、本実施形態の効果を説明する。
【００４５】
　図４は、対比例に係る電子時計１Ｚの構成の一例を示すブロック図である。図４に示す
ように、対比例に係る電子時計１Ｚは、表示制御ユニット１０の代わりに表示制御ユニッ
ト１０Ｚを備える点と、測定制御ユニット２０を備えない点と、を除き、電子時計１と同
様に構成されている。
　表示制御ユニット１０Ｚは、表示用ＣＰＵ１１の代わりに、表示用ＣＰＵ１１Ｚを備え
る点と、マスクＲＯＭ１２の代わりに、メモリー１２Ｚを備える点と、を除き、表示制御
ユニット１０と同様に構成されている。
　ここで、メモリー１２Ｚは、制御プログラムＰG1Zと標高情報テーブルＴBLpと歩数情報
テーブルＴBLaとを記憶している。メモリー１２Ｚとしては、マスクＲＯＭまたはフラッ
シュメモリーを採用することができる。
　また、表示用ＣＰＵ１１Ｚは、制御プログラムＰG1Zを実行し制御プログラムＰG1Zに従
って動作することで各種機能を実現する。具体的には、表示用ＣＰＵ１１Ｚは、電子時計
１Ｚの表示モードが時刻表示モードである場合、時刻指定情報ＤTに基づいて時刻表示部
５を制御する。また、表示用ＣＰＵ１１Ｚは、電子時計１Ｚの表示モードが測定結果表示
モードである場合、測定制御信号Ｃtrにより測定ユニット３０を制御するとともに、測定
ユニット３０から出力される測定データＤSを取得する。そして、表示用ＣＰＵ１１Ｚは
、標高情報テーブルＴBLpや歩数情報テーブルＴBLaを参照しつつ、測定データＤSの示す
測定結果を表すための指針５１～５３の位置を決定し、当該決定結果に基づいて時刻表示
部５を制御する。
【００４６】
　このような対比例に係る電子時計１Ｚでは、測定ユニット３０に設けられるセンサーの
個数や種別に応じた、制御プログラムＰG1Zの設計、開発、及び、製造が必要になる。ま
た、対比例に係る電子時計１Ｚでは、標高情報テーブルＴBLpや歩数情報テーブルＴBLa等
の、測定データＤSに応じた指針５１～５３の位置を決定する場合に必要となる情報が記
憶されたテーブルを、測定ユニット３０に設けられるセンサー毎に準備する必要が生じる
可能性がある。
　このため、対比例に係る電子時計１Ｚにおいて、測定ユニット３０に設けられるセンサ
ーの種類を変更する場合には、当該変更に係る設計、開発、及び、製造の負荷が大きくな
る。例えば、対比例に係る電子時計１Ｚにおいては、測定ユニット３０に設けられるセン
サーの種類が互いに異なる複数種類の電子時計１Ｚを、ラインナップ（商品群）として提
供する場合に、負荷が大きくなる。
　また、対比例に係る電子時計１Ｚでは、時刻のみを表示可能な従来の時計に対して、測
定ユニット３０における測定結果を表示する機能（測定結果表示モードで動作する機能）
を追加する場合に、当該機能追加に係る設計、開発、及び、製造の負荷が大きくなる。
　さらに、対比例に係る電子時計１Ｚにおいて、測定ユニット３０に設けられるセンサー
の種類を変更する場合には、制御プログラムＰG1Zの変更が発生する。このため、メモリ
ー１２ＺとしてマスクＲＯＭを採用する場合には、センサーの種類の変更の度に、マスク
ＲＯＭ自体を新たに設計、開発、製造する必要が生じ、また、メモリー１２Ｚとしてフラ
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ッシュメモリーを採用する場合には、マスクＲＯＭを採用する場合と比較してコストが増
加する。
　以上において説明したように、対比例に係る電子時計１Ｚでは、測定ユニット３０に設
けられるセンサーの種類の変更及び増減に対する柔軟性に欠ける。
【００４７】
　これに対して、本実施形態に係る電子時計１は、測定用ＣＰＵ２１において、測定デー
タＤSを、時刻として指針５１～５３の位置を示す針位置指定情報ＤHに変換する。そして
、表示用ＣＰＵ１１は、針位置指定情報ＤHに基づいて、測定ユニット３０における測定
結果を表示するように時刻表示部５を制御する。このため、表示用ＣＰＵ１１は、測定ユ
ニット３０に設けられるセンサーの個数や種類等に依存することなく、時刻表示部５に測
定結果を表示させることができる。すなわち、表示用ＣＰＵ１１を動作させるための制御
プログラムＰG1は、測定ユニット３０に設けられるセンサーの個数や種類等に依存しない
。これにより、本実施形態では、対比例に係る電子時計１Ｚと比較して、測定ユニット３
０に設けられるセンサーの種類の変更及び増減に対する柔軟性を高めることが可能となり
、センサーの種類が互いに異なる複数種類の電子時計１を、ラインナップとして提供する
ことが容易となる。さらには、本実施形態では、対比例に係る電子時計１Ｚと比較して、
時刻のみを表示可能な従来の時計に対して、測定ユニット３０における測定結果を表示す
る機能を追加する場合の、当該機能追加に係る設計、開発、及び、製造の負荷を小さく抑
えることが可能になる。このように、本実施形態では、制御プログラムＰG1を含む電子時
計１の設計、開発、または、製造に係る手間やコストを抑制することができる。
【００４８】
＜Ｂ．第２実施形態＞
　以下、本発明の第２実施形態について説明する。なお、以下に例示する各形態及び各変
形例において作用や機能が第１実施形態と同様である要素については、第１実施形態で使
用した符号を流用して各々の詳細な説明を適宜に省略する。
【００４９】
　図５は、第２実施形態に係る情報表示システムＳYSの構成の一例を示すブロック図であ
る。情報表示システムＳYSは、電子時計１Ａと測定装置２Ａ（「外部機器」の一例）とを
備える。
　電子時計１Ａは、通信部１４を備える点と、測定制御ユニット２０を備えない点と、測
定ユニット３０を備えない点と、を除き、第１実施形態に係る電子時計１と同様に構成さ
れる。通信部１４は、「第１通信部」の一例であり、測定装置２Ａと無線通信を実行する
。具体的には、通信部１４は、例えば、送受信アンテナと、受信した無線信号を電気信号
に変換する受信回路と、電気信号を無線信号に変換する送信回路と、を備える。
　測定装置２Ａは、測定制御ユニット２０と測定ユニット３０と通信部２４とを備える。
通信部２４は、「第２通信部」の一例であり、電子時計１Ａと無線通信を実行する。具体
的には、通信部２４は、例えば、送受信アンテナと、受信した無線信号を電気信号に変換
する受信回路と、電気信号を無線信号に変換する送信回路と、を備える。
【００５０】
　本実施形態によれば、電子時計１Ａは、測定装置２Ａから送信される針位置指定情報Ｄ
Hに基づいて、測定ユニット３０における測定結果を表示するように、時刻表示部５を制
御する。このため、電子時計１Ａは、測定装置２Ａに設けられるセンサーの個数や種類等
に依存することなく、時刻表示部５に測定ユニット３０における測定結果を表示させるこ
とができる。これにより、本実施形態では、表示用ＣＰＵ１１に、測定データＤSが直接
供給される場合と比較して、制御プログラムＰG1を含む電子時計１Ａの設計、開発、また
は、製造に係る手間やコストを抑制することができる。
【００５１】
＜Ｃ．第３実施形態＞
　以下、本発明の第３実施形態について説明する。
【００５２】
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　図６は、第３実施形態に係る情報表示システムＳYSbの構成の一例を示すブロック図で
ある。情報表示システムＳYSbは、電子時計１Ｂと測定装置２Ｂとを備える。
　電子時計１Ｂは、通信部１４Ｂを備える点と、測定ユニット３０を備えない点と、を除
き、第１実施形態に係る電子時計１と同様に構成される。
　通信部１４Ｂは、測定装置２Ｂと無線通信を実行する。具体的には、通信部１４Ｂは、
例えば、送受信アンテナと、受信した無線信号を電気信号に変換する受信回路と、電気信
号を無線信号に変換する送信回路と、を備える。通信部１４Ｂは、Bluetooth（登録商標
）等の近距離無線通信規格における機器毎に規定されたプロトコル、例えば、Bluetooth
プロファイルにより、測定データＤSを受信する。
【００５３】
　測定装置２Ｂは、測定ユニット３０と、測定制御信号Ｃtrに基づいて測定ユニット３０
を制御するＣＰＵである測定データ取得用ＣＰＵ２５と、通信部２４Ｂと、を備える。
　通信部２４Ｂは、電子時計１Ｂと無線通信を実行する。具体的には、通信部２４Ｂは、
例えば、送受信アンテナと、受信した無線信号を電気信号に変換する受信回路と、電気信
号を無線信号に変換する送信回路と、を備える。通信部２４Ｂは、Bluetooth（登録商標
）等の近距離無線通信規格における機器毎に規定されたプロトコル、例えば、Bluetooth
プロファイルにより、測定データＤSを受信する。
【００５４】
　本実施形態によれば、電子時計１Ｂは、測定用ＣＰＵ２１において、測定装置２Ｂから
送信される測定データＤSを、時刻として指針５１～５３の位置を示す針位置指定情報ＤH
に変換する。これにより、本実施形態では、表示用ＣＰＵ１１に、測定データＤSが直接
供給される場合と比較して、制御プログラムＰG1を含む電子時計１Ｂの設計、開発、また
は、製造に係る手間やコストを抑制することができる。
【００５５】
＜Ｄ．変形例＞
　以上の各形態は多様に変形され得る。具体的な変形の態様を以下に例示する。以下の例
示から任意に選択された２以上の態様は相互に矛盾しない範囲内で適宜に併合され得る。
【００５６】
＜変形例１＞
　上述した実施形態において、時刻表示部５は、３本の指針５１～５３を有するが、本発
明はこのような態様に限定されるものではなく、時刻表示部５は、少なくとも２本以上の
指針を備えるものであればよい。例えば、時刻表示部５は、４本以上の指針を備えてもよ
い。
　図７は、本変形例に係る電子時計１Ｃの平面図の一例である。この図に示すように、電
子時計１Ｃは、時刻表示部５において、指針５１～５３の他に、小時計９が具備する指針
９１及び指針９２が設けられる。そして、電子時計１Ｃは、測定結果表示モードにおいて
、指針５１～５３と指針９１及び９２との合計５本の指針の一部または全部を用いて、測
定データＤSの示す測定ユニット３０の測定結果を表示する。このため、本変形例によれ
ば、上述した実施形態と比較して、より多くの桁数で測定結果を表示することができる。
【００５７】
＜変形例２＞
　上述した実施形態及び変形例において、電子時計１、１Ａ、１Ｂ、及び、１Ｃは、時刻
表示モードによる時刻の表示と、測定結果表示モードによる情報の表示と、を異なるタイ
ミングで実行するが、本発明はこのような態様に限定されるものではなく、時刻表示モー
ドによる時刻の表示と、測定結果表示モードによる情報の表示と、を同時に実行可能であ
ってもよい。例えば、電子時計１Ｃにおいて、指針５１及び５２により時刻を表示し、指
針９１及び９２により測定ユニット３０における測定結果を表示してもよい。
【００５８】
＜変形例３＞
　上述した実施形態及び変形例において、針位置指定情報ＤH及び時刻指定情報ＤTは、と
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れるものではなく、針位置指定情報ＤH及び時刻指定情報ＤTは、指針の位置を特定可能な
情報であれば、どのような情報であってもよい。例えば、針位置指定情報ＤHは、各指針
の向きを角度で表すことで、各指針の位置を特定する情報であってもよい。また、針位置
指定情報ＤHは、各指針の回転方向を指定する情報を含んでいてもよい。また、針位置指
定情報ＤHは、測定ユニット３０の測定結果の表示の用に供するための指針を指定する情
報を含んでいてもよい。
　また、針位置指定情報ＤHが角度により指針の位置を特定し、時刻指定情報ＤTが時刻に
より指針の位置を特定する等、針位置指定情報ＤHが指針の位置を特定する方法と、時刻
指定情報ＤTが指針の位置を特定する方法と、は異なる方法であってもよい。
【００５９】
＜変形例４＞
　上述した実施形態及び変形例において、電子時計１、１Ａ、１Ｂ、及び、１Ｃは、ＧＰ
Ｓ（Global Positioning System）衛星からの電波を受信して、ＲＴＣ１００の時刻を修
正する機能を有していてもよい。
　この場合、電子時計１、１Ａ、１Ｂ、及び、１Ｃは、フラッシュメモリー２２に、地域
毎の地磁気の偏角及び伏角を示す地磁気情報を記憶させておき、方位表示モードにおいて
、ＧＰＳから受信した情報に基づいて決定される電子時計の現在位置と、磁気センサー３
２から出力される地磁気測定データＤSmの示す地磁気の向きと、地磁気情報と、に基づい
て、電子時計から見た真北の方向を決定し、電子時計１から見た真北の方向を示すための
針位置指定情報ＤHを生成してもよい。
　また、電子時計１、１Ａ、１Ｂ、及び、１Ｃは、経過時間を測定する機能等、ＧＰＳ衛
星からの電波を受信してＲＴＣ１００の時刻を修正する機能以外の付加的な機能を有して
いてもよい。
【００６０】
＜変形例５＞
　上述した実施形態及び変形例では、測定ユニット３０は、圧力センサー３１、磁気セン
サー３２、及び、加速度センサー３３の３種類のセンサーを具備するが、本発明はこのよ
うな態様に限定されるものではなく、測定ユニット３０は、これら３種類のセンサーとは
異なる種類のセンサーを備えるものであってもよい。測定ユニット３０は、物理量を測定
可能なセンサーを少なくとも一つ備えていればよい。測定ユニット３０は、例えば、温度
を測定する温度センサー（「温度測定部」の一例）を備えていてもよいし、また、脈拍等
の生体情報を測定する生体情報測定装置（「生体情報測定部」の一例）を備えていてもよ
い。
【符号の説明】
【００６１】
　１…電子時計、５…時刻表示部、６…操作部、１０…表示制御ユニット、１１…表示用
ＣＰＵ、１２…マスクＲＯＭ、１３…ＲＡＭ、２０…測定制御ユニット、２１…測定用Ｃ
ＰＵ、２２…フラッシュメモリー、２３…ＲＡＭ、３０…測定ユニット、３１…圧力セン
サー、３２…磁気センサー、３３…加速度センサー、５０…モータードライバー、５５…
モーター、１００…ＲＴＣ。
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